
平成28ফ২ 第3回
高知市自য়支援協議会 拿৥資મ

平成28ফ11月22日（火）
総合あんしんセンター

高知市健康福祉部 障がい福祉課
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１ 開会
２ 報告・協議事項

①報告 地域生活支援ುਡ؟ಢ期ো所ਹ用促進
②報告 高知特別支援学校の進挢状況・連携について（委員より）
③協議 基幹相談支援センター設置協議

３ その他
４ 閉会

次 第



２ 報告・協議事項

①報告 地域生活支援ುਡ؟ಢ期ো所ਹ用促進
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ಢ期ো所ਹ用促進の具体策

１）既存事業所に対する依頼文書送付
・実態པ඼調査の結ટ及び自য়支援協議会での検討内容報告
・ਹ用者のৄ学や体験ਹ用の協ৡൂ౅
・૬෫ਹ用型の導ো・定員増加・਌たる対象者のఁౄ等の検討ൂ౅

２）相談支援事業所への周知（済）
・ਹ用者のৄ学や体験ਹ用の協ৡൂ౅

３）新規事業所の指定へ向けた働きかけ
・本ফ７月１ヶ所増加
・現在開設に向けた協議中（１ヶ所）
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２ 報告・協議事項

②報告 高知特別支援学校の進挢状況・連携について（委員より）
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①進挢状況
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27ফ২（27名） 28ফ২予定（14名）
障害者支援施設 １名
生活介護事業所 ３名 ２名
就労継続支援Ｂ型事業所 13名 10名
就労継続支援Ａ型事業所 １名
就労挔ষ支援事業所 ２名 １名
一般企業 ２名
その他（挨探・相談支援・自য়訓練等） １名 １名

27ফ২
グループホームਹ用 ‥‥‥‥ ３名
児童養護施設 ೈ置延শ ‥‥ ２名



②関係機関との連携
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嵣ৈ等৖２ফ
進挢に向けての支援会（関係機関）
就労アセスメント‥‥ 市障がい福祉課との面談・挔ষ支援事業所との契約

嵣ৈ等৖３ফ
職安面接（公共職業安定所、県障害保健福祉課 障害者就労支援チーム）
職業ガイダンス・職業準備支援（障害者職業センター）
障害者委託訓練 特別支援学校早期訓練コース（県障害保健福祉課 障害者就労支援チーム）
就労支援（障害者就業・生活支援センター、障害者職業センター ジョブコーチ支援）
福祉崝ー崻スਹ用のু続きに係る面談（関係機関）
進挢に向けての支援会（関係機関）

嵣ૣක崝ー崻崡峼ਹ৷峁峐岮るుญ嵣েെの૿ਊ঻ভ等



③課題
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・進挢੔決定後の指定相談支援事業所との契約について

・指定相談支援事業所（相談支援専門員）との連携について
就労アセスメントについて
学校教育の中での連携の仕方について



２ 報告・協議事項

③協議 基幹相談支援センター設置協議
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（৐回資મ）総合評価及び基幹相談支援センターの方向性
１）相談支援専門員の個別ケースに対する支援については、概ねできているとの評価だが、社会資源

の活用、開発、地域づくりなどといった支援体制の整備については、評価が低い傾向。
→地域ネットワークの構築に課題

２）補装具、成ফ後ৄ等、経験が少ない相談内容について評価が低く、峨た困難事捁等へのスー
パーバイズを求める声が多く寄せられた。
→専門性の向上と相談支援専門員等への後方支援が必要

３）事捁検討会や勉強会の必要性を感じている相談支援専門員が多い。
→人材育成強化が必要

４）４つの相談窓口が市ড়崝ー崻スのうえਂ૭ಳ。
→ਠষの௽૩঻相談センター（ڰ地域）৬਑峼೐੅৅ன岿峅る
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（方向性）現ষ体制のশ所を活かし、上記課題をੰ決させていくための

基幹相談支援センターを設置し、相談支援体制の強化を図る



（৐回資મ）০後の相談支援体制イメージ図
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障害者相談センター
（地域の相談窓口）

指定相談支援事業所
（崝ー崻ス等ਹ用計઺作成）

基幹相談支援センター
（専門相談・地域挔ষ・権ਹཕ護・峥か）

障がい福祉課・他の関係課
（市町村業務）

自য়支援協議会

・自য়支援協議会及び検討会事務局
・崝ー崻ス等ਹ用計઺審査
・相談支援専門員指導・育成
・虐待防止センター運営
・困難事捁対応、個別支援会議開催

・相談支援事業の運営に関する事項
・困難事捁への対応の在り方に関する事項
・地域の関係機関によるネットワーク構築に関する事項
・障害施策等の推進に関する事項
・その他

障害のある市ড়
その家族
関係機関

社会資源

連携・協働

ブロック内の
ローカルネットワーク

専門職の配置



中核市の状況（１） ・調査対象36市うち16市（44％）が基幹相談支援センターを設置
・未設置20市のうち本市を含む16市が設置検討中
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１ヶ所 ２ヶ所 ３ヶ所 ６ヶ所
直営（3市） 3 ー ー ー
委託（13市） 10 １ １ １

●設置16市の運営形態別ヶ所数

●基幹相談支援センターの配置職員の捁（※委託の保健師配置は13市のうち2市）
Ａ市 Ｂ市 Ｃ市 Ｄ市 （参考）障がい福祉課

人口規模 50万 40万 30万 40万 30万
運営形態 直営１ヶ所 直営１ヶ所 複数市町で

委託１ヶ所 委託１ヶ所 ー
市町村相談支援事業の併用 有（委託７ヶ所） 有（委託４ヶ所） 有（委託１ヶ所） 有（委託2ヶ所） 委託４ヶ所

配
置
職
員

相談支援専門員 ３ ４ ５ １ 下記と重複（２）

保健師 ３ ３ ２

社会福祉士 １ ７ ２ １ 障がい福祉課配置なし
他課に10名配置

精神保健福祉士 １ ５ １ １ １

その他（他職種・事務等） ８ ５ ３ １ 視覚障害者生活訓練員２
৶学探法士１ 事務多数

多くの自治体で
自য়支援協議会や
部会を活用



業務 直営３市 委託13市 （参考）
障がい福祉課の現状

崝ー崻ス等ਹ用計઺・障害児支援ਹ用計઺の作成 ０（0%） ３（23%） ×
崝ー崻ス等ਹ用計઺・障害児支援ਹ用計઺の審査・評価 ３（100%） ２（15%） △
障害者・事業所等からの相談対応 ３（100%） 13（100%） ○
相談支援専門員からの相談対応 ３（100%） 11（85%） △
地域事業所職員へのスーパーバイズ ３（100%） ９（69%） △
地域事業所への研修会の開催 ３（100%） 11（85%） △
自য়支援協議会の運営 ２（67%） ８（62%） ○
成ফ後ৄに関する支援 ３（100%） ９（69%） ○
権ਹཕ護に関する事業（൤及・ཟ発等） ２（67%） ８（62%） △
障害者虐待事捁への対応 ３（100%） ８（62%） ○
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中核市の状況（２）
●設置16市の運営形態別所掌業務

○ 実施している
△ 実施しているが十分でない
× 実施していない



• 専門性を確保するにあたっての人材ਂ拒。
• 様رな事捁に対応する専門職としてのス崕ルアップが
必要。
• 特定相談支援事業所等から困難事捁を押し付けら
れることが増加。
• 特定相談支援事業所との住み分けと、本来のスー
パーバイザーとしての役割やセンターを中心とした相談
支援業務体制の強化。
• 評価基準の作成と評価の実施。
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●基幹相談支援センター設置市の課題（自由記載）

中核市の状況（３）
高知市の基幹相談支援
センターが目指す体制

人材育成と
事業所の自য়支援

センター職員の
挪・拾の確保

運営の評価

相談支援体制の強化

役割分担と連携



業務挪推計
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業務内容 人役数 備考
①統括業務
②崝ー崻ス等ਹ用計઺審査、勘案事項調査（ফ3200件）
③相談及び困難事捁対応
④専門相談・研修会・ブロック勉強会・事務連絡会
⑤自য়支援協議会事務局（ফ４回）・検討会事務局（ফ12回×２）
⋌権ਹཕ護相談部分（相談・関係機関会議）
⑦障害者虐待防止センター相談部分（相談・事実確認等 ফ30件）
⑧視覚障害者生活訓練
⑨その他（関係機関調整・会議出席・ネットワーク業務等）

1.0 
3.0 
1.5 
1.5 
1.0 
0.5 
1.5 
1.0
1.0 

※含めないことも想定

※委託の場合は▲0.5
※委託の場合は含めない

12.0含めない場合 最大▲4.5

⑩総合相談（現在の障害者相談センター業務 ফ1586名、延20815回）
⑪ピアカウンセラー（視覚・࿔体ਂ自由ਊ事者の２名、各週3回）

8.0
1.0 

平成27ফ২より４ヶ所に委託
２名に委嘱

② 市町村業務である支給決定に直結するため、基幹相談支援センター業務に含めないとの考え方もある ▲3.0
⑦ 事業所への調査権限は市町村のみであり委託の場合は ▲0.5
⑧ 有資格者育成にশ期研修（２ফ）が必要であり、委託の場合は含めない ▲1.0

必要職員数 12ع7.5 直営 12.0ع9.0
委託 10.5ع7.5



直営と委託の比較
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直営 委託

設置事務 ・機構改革や職員定数等の庁内協議が必要、た
だし、著しい人員増は困難

・予算計上、委託事務が生じ、以後継続
・契約方法（随意契約・プロポーザル等）の検討

費用 ・新規事業、職員の増員があれば費用増 ・委託મ（人件費・拻৶費）が必要

設置場所 ・障がい福祉課内が想定される
・新庁舎は平成31ফ২中౥成予定

・受託法人が場所を用意するかどうか検討（その
場合、委託મに൛મ分を増પ）

専門職の配置
・庁内協議のうえ専門職を確保
・相談支援専門員は任用資格のため、正職員と
して雇用困難→配置職員の中から資格取得
・職員౮৿はਂ૭ೂだが一定ফ数は考ൟ૭ચ

・委託仕様に基づき受託法人が職員を配置
・職員の౮৿は法人ਖ਼૵
・受託法人が専門職を一定数確保できるかਂ৥
・委託すればその分の市職員を減員

職員の指ม挻ഥ ・所ര課শの挻ഥ ・受託法人拻৶職の挻ഥ
市と相談センター・
指定との関係

・現ষ体制とਂ૗ ・市⇔基幹⇔障害者相談センター
・市⇔基幹⇔指定相談支援事業所

次回に最終的な方向性（案）を事務局から提示


